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はじめに
現在、代表的な二次エネルギーといえば、熱や電

気が挙げられます。特に電気は多くのエネルギー源
から転換することができるため利便性が高く、ネッ
トワークを通して最終消費者に供給されており、二
次エネルギーの中心的な役割を担っています。

一方、東日本大震災では、送配電網につながって
いないと電気の供給ができないことや、大規模集中
型のエネルギーシステムの脆弱性が明らかになりま
した。

こうした課題に対応するためには、BCPなどにも
対応できるコージェネレーション等の分散型エネル
ギーの推進や、水素や蓄電池等のエネルギー貯蔵技
術の活用により、二次エネルギーの供給方法の多様
化・柔軟化が重要となります。

水素は、利用段階では二酸化炭素を排出せず、多
様なエネルギー源から製造が可能であるなど、環境
負荷の低減やエネルギーセキュリティの向上に資す
る将来の有望な二次エネルギーの一つです。

このような観点から、将来の社会を支える二次エ
ネルギー構造の在り方を視野に入れて、新たなエネ
ルギーシステムの構築に向けた技術開発やモデル実
証等の取組を着実に進めていく必要があります。

第１節
電気をさらに効率的に利用するための
コージェネレーションの推進や蓄電池の導入促進
コージェネレーションは、都市ガスや石油等を燃

料とした発電の際に生ずる排熱を有効活用すること
によって高いエネルギー総合効率を実現することを
可能とし、一次エネルギーの削減に資するもので
す。また、需要家が自ら発電し、自ら利用すること
による電力需要ピークの緩和や、非常時に系統から
のエネルギー供給が途絶えた場合にも一定のエネル
ギーを確保することが可能であるという利点もあり
ます。

家庭用燃料電池を含むコージェネレーションの導
入促進を図るため、補助金や税制措置等の導入支援
策を講じました。今後、燃料電池を含むコージェネ
レーションにより発電される電気を自ら消費するの
みならず、系統に逆潮流させて売電を行う、調整力
に活用するといったビジネス展開の実現に向けて、
こうした需要家側で発電された電気の取引円滑化等
の具体化に向けた検討を進めていきます。

また、利便性の高い電気を貯蔵することで、いつ
でもどこでも利用できるようにする蓄電池は、エネ
ルギー需給構造の安定性を強化することに貢献する
とともに、再生可能エネルギーの導入拡大に貢献す
る、大きな可能性を持つ技術です。政府では、系統
安定化用大規模蓄電システムや電気自動車等の航続
距離の向上を実現するための技術開発等を実施しま
した。また、定置用リチウム二次電池の安全性及び
性能に関し、日仏共同で国際標準の開発を進めてい
るところです。また第3章第3節でご紹介した、エ
ネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス
検討会において、2020年のバーチャルパワープラ
ントの自立化を目指した、定置用蓄電池の価格の考
え方を示し、今後、更なる価格低減を促すための補
助スキームを策定しました。エネルギー政策の観点
はもとより、我が国企業の競争力強化や経済成長に
つなげるため、蓄電池の導入を促進しました。

＜具体的な主要施策＞

1．�革新型蓄電池実用化のための基盤
技術の開発事業

（再掲　第2章第1節 参照）

2．�大型蓄電システム緊急実証事業費
補助金

（再掲　第3章第4節　参照）
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3．再生可能エネルギー余剰電力対策
技術高度化事業

（再掲　第3章第4節　参照）

4．�再生可能エネルギーの接続保留への
緊急対応

（再掲　第3章第4節　参照）

第２節
自動車等の様々な分野において需要家が多様な
エネルギー源を選択できる環境整備の促進

＜具体的な主要施策＞

1．�燃料電池自動車の普及開始・拡大
に係る規制見直し【規制】

燃料電池自動車及び圧縮水素スタンドの本格的な
普及に向け、2017年6月に閣議決定した規制改革実
施計画に基づき、安全確保を前提に水素・燃料電池
自動車に関連する規制のあるべき姿を幅広く議論し、
科学的知見に基づき規制見直しを進めるため、規制
当局、推進部局、事業者・業界等の関係者、有識者
を交えた公開の検討会（｢水素･燃料電池自動車関連
規制に関する検討会｣）を2017年8月より開催してい
ます。2018年度には検討会を3回開催し、閣議決定
した規制改革実施計画37項目のうち、8項目を措置

（2019年3月末時点で累計18項目措置済）しました。
これにより、保安台帳の不要化、保安検査方法や

微量漏洩の取扱いが見直されるなど、規制の見直し
が行われました。

また、2015年に閣議決定された規制改革実施計画
に基づき、2018年5月には「セルフ水素スタンドガイ
ドライン」が策定されました。当該ガイドラインに基
づき、2018年度末時点においては、2箇所の水素ス
テーションにおいて、ドライバーが自ら水素充填が
できるようになっています。

燃 料 電 池自動車に関する世 界 技 術 基 準（GTR 
Phase2）については、2017年10月より日本が共同議
長を務める形で関係国間での議論を開始し、2019年
3月までに合計5回会合を行いました。2020年末まで
に材料の水素適合性の試験方法等について関係国間
での合意に至ることを目指しています。

2．�電気自動車・プラグインハイブリッド自
動車の充電インフラ整備事業費補助金
【2018年度当初予算：15.0億円】
日本全国に電気自動車やプラグインハイブリッド

自動車が走行できる環境を整えるため、充電器の購
入費及び工事費の一部について助成する補助制度を
実施しました。

第３節
“水素社会”の実現に向けた取組の加速

水素は、我が国の一次エネルギー供給構造を多様
化させ、大幅な低炭素化を実現するポテンシャルを
有する手段です。2017年4月に開催された「第1回再生
可能エネルギー・水素等関係閣僚会議」における安倍
首相からの指示をふまえ、産学官の有識者から構成
される「水素・燃料電池戦略協議会」における議論等
を経て関係府省庁が案を取りまとめ、水素基本戦略
として、同年12月に開催された「第2回再生可能エネ
ルギー・水素等関係閣僚会議」で決定されました。

水素基本戦略は、個別技術の導入・普及に係る既
存の水素・燃料電池戦略ロードマップの内容を内包
しつつ、水素を脱炭素化エネルギーの新たな選択肢
として位置づけ、政府全体として施策を展開していく
ための方針です。世界に先駆けて水素社会を実現す
るため、水素基本戦略や水素・燃料電池戦略ロード
マップに基づき、供給・利用両面の取り組みを進めて
いきます。

水素の本格的な利活用のためには、水素をより安
価で大量に調達することが必要となります。このた
め、海外の褐炭や原油随伴ガス等の未利用エネルギー
を水素化し、国内に輸送する国際水素サプライチェー
ンの実証を進めています。また、大量に水素を消費
する水素発電については、2018年1月より神戸市にお
いて実証を開始し、同年４月には市街地における水
素燃料100％のガスタービン発電による熱電供給を世
界で初めて達成しました。更に、高効率な水素ガス
タービンの燃焼技術等の開発も進められています。ま
た、再生可能エネルギーの導入拡大や電力系統の安
定化に資する技術として、太陽光発電といった自然変
動電源の出力変動を吸収し、水素に変換・貯蔵する
Power-to-gas技術が注目されており、2018年７月には
浪江町において、再生可能エネルギーを利用した世
界最大級となる1万kWの水素製造装置を備えた水素
エネルギーシステム「福島水素エネルギー研究フィー
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ルド（FH2R）」の建設工事を開始しました。このほか、
未利用となっている国内の地域資源（再生可能エネル
ギー、副生水素、使用済みプラスチック、家畜ふん
尿等）から製造した水素を地域で利用する低炭素な水
素サプライチェーン構築の実証等も進めています。

モビリティでの水素利用については、2013年から
燃料電池自動車の市場投入に向けた水素ステーショ
ンの先行整備が開始され、2019年3月末までに約100
箇所の水素ステーションが開所しました。2018年2月
には、自動車会社やインフラ事業者、金融投資家な
ど水素関係企業の協力の下、水素ステーションの戦
略的整備を進めるための新会社「日本水素ステーショ
ンネットワーク合同会社（JHyM）」を設立し、2018年
度から2021年度の4年間で80箇所の水素ステーション
の整備を目指しています。燃料電池自動車については、
2014年12月に国内初の市販が開始されたことに続き、
2016年3月には2車種目の燃料電池自動車の販売が開
始され、我が国では世界に先駆けて市場展開が進ん
でいます。更に、2016年度には燃料電池バス及び燃
料電池フォークリフトが市場投入されました。今後
は、燃料電池自動車や水素ステーションの普及に向
け、低コスト化に向けた技術開発や、規制の見直し、
水素ステーションの戦略的整備を三位一体で進める
とともに、燃料電池バス及び燃料電池フォークリフト
の導入拡大、トラック等の大型車両や船舶、鉄道車
両など、他のアプリケーションの燃料電池化に向けた
取り組みを進めていきます。

また、2009年に世界に先駆けて市場投入された家
庭用燃料電池（エネファーム）については、技術開発
によるコスト低減や性能向上、導入支援による普及初
期の市場の確立などを通じて、2019年3月には約27.1
万台が普及しました。2017年に市場投入された業務・
産業用燃料電池についても導入支援による普及を図
るとともに、発電効率向上に向けた機器開発、実装を
進めていきます。

さらに、水素がビジネスとして自立するためには国
際的なマーケットの創出が重要です。そこで、2018
年10月に経済産業省及び国立研究開発法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が主催して、
世界で初めて水素社会の実現をメインテーマとした
閣僚レベルが議論を交わす「水素閣僚会議」を東京で
開催しました。21の国・地域・機関から閣僚等が集まり、
水素に関する国際連携の重要性やグローバルな水素
利活用に向けた政策の方向性を共有するとともに、そ
の成果を議長を務めた世耕経済産業大臣より「Tokyo 
Statement（東京宣言）」として発出しました。今後は

Tokyo Statementに基づいて各国と連携を進めていき
ます。

2019年2月には、新たに水素・燃料電池戦略ロー
ドマップを策定（改定）しました。水素基本戦略や第5
次エネルギー基本計画で掲げた目標の実現に向けて、
必要な要素技術のスペック及びコスト内訳を明確化
するとともに、今後実行すべきアクションプランを記
載しています。定期的なフォローアップを実施し、水
素社会実現に向けた取組を着実に進めていきます。

＜具体的な主要施策＞

1．�クリーンエネルギー自動車導入事業費
補助金

（再掲　第2章第1節 参照）

2．�燃料電池の利用拡大に向けたエネ
ファーム等導入支援事業費補助金� �
【2018年度当初：76.5億円】

省エネルギー及びCO2削減効果が高い家庭用燃料
電池（エネファーム）のさらなる普及の促進を図るた
め、設置者に対し導入費用の補助を行いました。そ
の際、エネファームの早期の自立的市場の確立を目
指すべく、事業者に機器価格の低減を促す補助ス
キームを導入しています。また2017年から、業務・
産業用燃料電池の導入費用の補助も開始しました。

3．�次世代燃料電池の実用化に向けた�
低コスト化・耐久性向上等のための
研究開発事業� ��
【2018年度当初：29.0億円】

固体高分子形燃料電池（PEFC）及び固体酸化物形
燃料電池（SOFC）のさらなる普及拡大に向けて、高
効率・高耐久・低コストの燃料電池システムを実現
可能とする技術開発を行うとともに、大量生産可能
な生産プロセス及び品質管理等の技術開発、業務・
産業用燃料電池の技術実証を行いました。

4．�超高圧水素技術等の社会実装に向けた
低コスト化・安全性向上等のための研究
開発事業�【2018年度当初：24.0億円】

水素ステーション整備・運営等のコスト低減に向
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け、金属の代わりに炭素繊維を用いた複合容器の開
発や、低コスト鋼材の使用の前提となる性能や安全
性に関する評価・検査手法の開発などを行いました。

5．�燃料電池自動車の普及促進に向けた
水素ステーション整備事業費補助金
【2018年度当初：56.0億円】

燃料電池自動車の普及促進のため、四大都市圏を
中心に民間事業者等の水素ステーション整備費用及び
水素ステーションを活用した燃料電池自動車の新たな
需要創出等に必要な活動費用の補助を行いました。

6．�未利用エネルギーを活用した水素
サプライチェーン構築実証事業��
【2018年度当初：89.3億円】

水素サプライチェーンの構築に向けて、海外の未
利用エネルギーを活用して水素を製造し、当該水素
を安価で安定的に供給する輸送手段の実証を行うと
ともに、将来の水素利用形態である水素発電に係る
技術実証や再生可能エネルギーの導入拡大や電力系
統の安定化に資する技術として、太陽光発電等の自
然変動電源の出力変動を吸収し、水素に変換・貯蔵
するPower-to-gas技術の実証を実施しました。

7．�水素エネルギー製造・貯蔵・利
用に関する先進的技術開発事業�
【2018年度当初：9.0億円】

水電解水素製造技術高度化のための基盤技術研究
開発や、大規模化・高効率化を目指したエネルギー
キャリア転換・貯蔵技術開発、低NOxな水素専焼
発電技術等を行いました。

8．�再エネ等を活用した水素社会推進
事業�【2018年度当初：34.8億円】

地方自治体との連携による再生可能エネルギー、
未利用エネルギー（家畜ふん尿、使用済プラスチッ
ク、副生水素）等の地域資源を活用した低炭素な水
素サプライチェーンの実証等を行いました。

9．�CO2排出削減対策強化誘導型技術開
発・実証事業�
【2018年度当初：65.0億円の内数】

早期の社会実装を目指したエネルギー起源CO2の
排出を抑制する技術の開発及び実証事業として、高
密度・高出力の燃料電池を搭載した産業車両、燃料
電池小型トラック、安価な水素吸蔵合金などの技術
開発・実証を行いました。

10．�戦略的イノベーション創造プログ
ラム（SIP）エネルギーキャリア� �
【2018年度当初:28.5億円】

水素社会の早期実現に向けて、水素を効率的に輸
送・貯蔵・利用するためのアンモニア関連技術の開
発等を行い、太陽光発電と水電解により製造した
再生可能エネルギー由来の水素を原料としたCO2フ
リーアンモニアの製造、およびそのアンモニアを用
いた発電から成る世界初のCO2フリーアンモニアバ
リューチェーンのモデル実証を行いました。

11．�未来社会創造事業�
（大規模プロジェクト型）�
【2018年度当初：55.0億円の内数】

水素発電、余剰電力の貯蔵、輸送手段等の水素利
用の拡大に貢献する高効率・低コスト・小型長寿命
な革新的水素液化技術の研究開発を開始しました。
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